
一般社団法人福岡県中小企業家同友会 
第 115回景況調査（2020年 10月～12月期）ダイジェスト 

「今こそ思い切った事業再構築を 

         攻めの人材登用と育成が未来を創る」 
〔概況〕

 2020 年 10 月～12 月期の状況では景況感 DI・売上高 DI・利益 DI・新規受注 DI の悪化が緩和さ

れましたが、コロナウイルス第 3波の懸念からか次期予想 DI は悪化しました。景況感 DI は今回

最も改善幅が大きく、前回の▲36.9 から 22.4 ポイント改善し▲14.5 となりました。 

 業種別の動向では、全体的に悪化緩和が見られましたが、製造業（生産財）は景況 DI・売上高

DI・利益 DIが悪化しました。建設業（土木・設備）はプラス域への好転が見られましたが次期予

想 DI はマイナス域となりました。 

 経営上の問題点は、2020 年 1～3 月期調査から 4 期連続で「民間需要の停滞」が最も多く挙が

っています。続いて「人材獲得難」が挙げられており 2期連続で上昇しています。 

 特設項目ではコロナに関する助成金の申請状況や融資の利用状況について調査しました。助成

金関係はおよそ 6 割の企業が申請しており 8 割以上は 2 ヶ月程度で入金されたと回答しました。

コロナ禍における融資はおよそ 6割が受けており、「念のため」や「つなぎ融資」という回答が

多く挙がりました。しかしおよそ 4割の企業は「経営者保証を要求された」と回答しました。 

 経営指針書に関する設問では、前回調査よりも「作成し実践している」と回答した企業の割合

が増加し、「作成する必要はない」と回答した企業の割合が減少しました。経営指針書の検証状

況では、半数以上の企業が「毎月検証している」と回答し「全く検証していない」と回答した企

業はありませんでした。経営指針書と景況感のクロス分析では「作成し実践している」と回答し

た企業は景況感の改善幅が最も高くなりました。 

 コロナウイルスで需要が停滞する中でも人材獲得難は経営課題として挙げられています。緊急

事態宣言が出たことで需要が停滞し、今後更なる資金繰り難が予想されます。このような状況だ

からこそ経営資源を見直しし、事業の再構築と人材の採用及び共育が今後の鍵となりそうです。 

〔調査要領〕

調  査  時 2020 年 12 月 1 日～2020 年 12 月 25 日

対 象 企 業 （一社）福岡県中小企業家同友会 全会員企業 2,192 社（12 月時点）

調 査 の 方 法 会員専用サイト（一部 FAX）にて配信、自計記入

〔回答企業の概要〕

回 答 数 280 社の回答（回答率 12.8％）

       （製造業 50 社、建設業 53 社、商業流通業 36 社、サービス業 141 社）

企業規模（従業員数）

0～10 名以下 151 社、11 名～20 名以下 52 社 21 名～50 名以下 52 社

 51 名～100 名以下 18 社, 100 名以上 17 社

企業の所在地 福岡地区 174 社、北九州地区 33 社、筑豊地区 33 社、県南地区 35 社、

県外 5 社  



【全体的な特徴】

○ 2 期連続改善するも次期予想悪化 

景況感が過去最低となった 4～6月期から 

2 期連続で改善しましたが次期予想は更に 

減少しコロナウイルス第 3波の影響が危惧 

される結果となりました。 

＜＜会員企業の声（一部抜粋）＞＞

No. 5.今期景況判断 1.業種 3.本社所在地 9.そのような結果の理由
1 非常に良い 製造業（生産財） 北九州地区 自動車の生産回復などを背景に、客先である日立、ソニー、NEC

等の半導体製造が伸びたことが大きな要因である。 

3 非常に良い 建設業（設備） 福岡地区 建設業はコロナの第 3波が来ても契約、発注がスタートしたら

工事が止まらない。業者不足、人手不足。福岡ビックバンでの

業者不足。 

15 よい 建設業（設備） 北九州地区 受注先がホームセンター等の仕事が多く、台風やコロナ等で売

上が伸びている為。改築・改修工事が増えている。 

20 よい 商業・流通業 筑豊地区 コロナ第２波明け 

25 よい サ業（対事業所） 福岡地区 コロナの影響で WEB が見直されて問合せが増えた。 

45 普通 製造業（生産財） 福岡地区 コロナで既存のお客様の仕事が減り、コロナ対策の仕事が増え

た。

125 悪い 建設業（設備） 県南地区 新築工事の現場が少ないため

127 悪い 商業・流通業 県南地区 同業者による競争とコロナの影響でお客様からの受注が減少

しているため 

163 非常に悪い サ業（対事業所） 福岡地区 コロナによる買い控えからの、法人需要減 

167 非常に悪い サ業（対個人） 北九州地区 コロナで客予約、宴会なし。 

項目 第 114 回 第 115 回 変動幅

景況感 DI ▲36.9 ▲14.5 22.4

売上高 DI ▲44.1 ▲24.6 19.5

利益 DI ▲42.0 ▲24.0 18.0

新規受注 DI ▲32.2 ▲12.7 19.5

次期予想 DI ▲14.5 ▲15.4 ▲0.9



【業種・従業員規模・地域別の特徴】

○ 業種別の動向

業種別の動向では全体的に悪化の緩和が見られます。特に建設業（土木・設備）では好転しプラス

域となっています。しかし次期予想は悪転が見られます。 

○ 従業員規模別の動向 

 100 名以上の規模の企業では景況感・売上高 DI・利益 DIが大幅に改善されプラス域となっていま

す。 

○ 本社地区別の動向

悪化緩和が目立ちますが福岡地区以外は次期予想が悪化しています。 



【経営上の問題点】

“人材獲得難”が 2期連続上昇
 「民間需要の停滞」は 2期連続で減少していますが最も多い問題となっております。人材に関

する問題としては「人材獲得難」が 2期連続上昇、「協力業者の確保難」は 3 期連続で上昇し

ています。 



経営上の問題点を業種別に見ると、

製造業（生産財）では「官公需の停滞」、 

製造業（消費財）では「税負担の圧迫」、 

建設業では「協力業者の確保難」が共通の課

題として挙げられています。 

サービス業では「人材獲得難」や「従業員不

足」など人材に関する問題が多くなっていま

す。 



【コロナ禍の支援策について】

＜コロナ禍における支援策の利用＞ 

コロナ支援策に関する

調査では約6割が申請し、

半数以上が1ヶ月後に入

金されたと回答しまし

た。 

＜コロナ禍における融資の利用＞ 

融資利用の状況では約

7割の企業が「念のた

め」融資を受けているこ

とが分かります。 

                          融資を受けた企業のお 

よそ 4割が経営者保証 

を要求されたと回答し 

ています。 



【経営指針の作成と実践】

＜景況感と経営指針書の作成状況のクロス分析＞ 

経営指針書の作成と実践状況を見ると、「作成し実践している」と回答した企業の割合は増加して

おり、「作成に至っていない」と回答した企業の割合は減少しています。 

経営指針書の検証状況では半数以上の企業が「毎月検証している」と回答しました。 

クロス分析では「作成し実践している」と回答した企業は景況感が最も高く、「作成する必要はな

い」と回答した企業は最も低くなっています。 

経営指針を明確にした事業の再構築と人材の採用・共育が今後の鍵となりそうです。 

～部長談話～

未来の創造が社員のモチベーションアップにつながる 


